
秋田県における再生可能エネルギーの導入状況と
産業戦略について

令 和 3 年 1 1 月 2 4 日
秋 田 県 産 業 労 働 部



政策Ⅲ

水素エネルギーに関する取組の推進

施策１ 県内における推進体制の構築

施策２ 国内大手企業や研究機関との連携

の促進

施策３ 再生可能エネルギーによる水素製

造システムの構築に向けた検討

第2期秋田県新エネルギー産業戦略（計画期間：H28～R7）

政策Ⅰ

再生可能エネルギーの導入拡大

施策１ 洋上風力発電の導入促進

施策２ 陸上における風力発電の導入促進

施策３ 地熱発電の導入促進

施策４ 太陽光発電の導入促進

施策５ 水力発電の導入促進

施策６ バイオマス発電の導入促進

施策７ 再生可能エネルギーの多面的利用

の促進

国内最大級の 新エネルギー供給基地と関連産業集積拠点の形成

【前提】

再生可能エネルギー発電事業は、豊富な自然エネルギーを活用した「本県ならでは」の産業であり、その建設工事
は、県内経済を活性化する大きな設備投資であるとともに、運転開始後は、安定した地場産業となる。

【方向性】

① 再生可能エネルギーの導入拡大（＝発電所建設に係る県内への設備投資）の継続

② 発電所の運営、建設工事、メンテナンス、部品供給等の関連産業における県内への経済効果の最大化

③ エネルギーの将来を見据えた長期的視点からの技術開発を含めた、洋上風力発電、地熱開発、水素エネルギー

等に関する取組の推進

● 目指す姿

● 基本方針

政策Ⅱ

関連産業への県内企業の参入拡大

施策１ 県内発電事業者の育成

施策２ 洋上風力発電関連産業の育成

施策３ 陸上における風力発電関連産業の

育成

施策４ 風力以外の発電における関連産業

の育成

施策５ 関連製造業の集積の促進

施策６ 関連産業を支える人材の育成

● 施策体系
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【目標】

令和2年度末

【実績】

令和7年度末

【目標】

再エネ発電のR7年度末の導入目標と上期（H28～R2）重点プロジェクト

● 再エネ発電の導入目標

【経済波及効果（億円）】

H28～R2年度 R3～R7年度 合計

風力 ４２４ ５６４ ９８８

地熱 １３２ － １３２

太陽光 ３４９ ３５ ３８４

水力 ２０ ５１ ７１

バイオマス ４１ － ４１

合計 ９６６ ６５０ １，６１６

H28～R2年度 R3～R7年度 合計

風力 ４３ ２３１ ２７４

地熱 １８１ ２２５ ４０６

太陽光 ９０ １０５ １９５

水力 ７４ ７６ １５０

バイオマス ２４１ ２５６ ４９７

合計 ６２９ ８９３ １，５２２

建設段階

運転段階

● 重点プロジェクト（目標達成のために上期５年間に重点的に取り組むプロジェクト）

Ⅰ 洋上風力発電の事業
化と秋田発の関連産業の
育成

⇓
全国に先駆けた事業化と、
県外案件にも参画できる
企業の育成

Ⅱ 陸上における風車メ
ンテナンス技術者の育成
システムの構築

⇓
国内全体における風車メ
ンテナンス市場に進出で
きる企業の育成

Ⅲ 地熱エネルギーの多
面的利用の促進

⇓
地熱発電を活用した地域
振興に関する全国的なモ
デル地域の形成

Ⅳ バイオマス発電への
県産未利用材の安定的な
供給体制の構築

⇓
地元に利益を還元できる
仕組みを含む、効率的な
集荷体制の構築

Ⅴ 再生可能エネルギー
による水素製造システム
の構築に向けた検討

⇓
国による実証事業など、
県内における研究開発の
着実な実施

【発電導入量（ｋW）】
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令和7年度末

第2期新エネルギー産業戦略の目標と実績

風力発電

地熱発電

太陽光発電

水力発電

バイオマス発電

1,496,407

約1.9倍

導入量（ｋW）
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風力 地熱 太陽光 水力 バイオマス

県内導入量
（kＷ）

約64万6千 13万4,749 29万7,738 30万2,716 10万6,300

全国導入量
（kＷ）

約443万9千 55万 5,984万 2,776万 約315万

全国に対する
県内導入量
の割合

14.6% 24.5% 0.5% 1.5% 3.4%

全国における
秋田県の順位

1位 2位 45位 16位 ―

※風力・・・2020年12月末現在（日本風力発電協会調べ）
※地熱・・・2021年1月末現在（エネルギー・資源振興課調べ（火原協ベース））
※太陽光・・・2020年12月末現在（資源エネルギー庁公表資料（ＦＩＴ））
※水力・・・2020年3月末現在（資源エネルギー庁公表資料（包蔵水力））
※バイオマス・・・2017年3月末現在（経済産業省審議会資料）

3

県内の再エネ発電の導入状況と全国順位



都道府県別の風力発電導入量

○秋田県の風力発電導入量は約646MW
（2020年12月末時点）

○各年末時点での風力発電導入量が、
3年連続で全国第1位（2018～2020年）

※JWPAの公表資料を基にエネルギー・資源振興課にて作成

都道府県別風力発電導入量（年末総設備容量）
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風力発電の導入状況

○東北自然エネルギー開発 600kＷ×24基(H13)
○日立パワーソリューションズ 600kＷ×2基(H14)
○米代川風力発電 1,990kW×１基(H25)
○米代川風力発電 1,990kW×１基(H25)
○能代パワー発電 1,990kW×1基 (H27)
○能代パワー発電 1,990kW×1基 (H27)
○風の松原自然エネルギー 2,300kW×17基（H28）

能代市計 62,660kW（47基）

○エムウインズ八竜 1,500kＷ×17基(H18)
2,500kW× 1基(H25)

○Ａ．パワー 1,990kW× 1基(H25)
○大林ウインドパワー三種 1,990kW×1基×3(H29)
○ウインドステーション三種 2,490kW×3基(R1)
○秋田琴丘ウインドファーム 2,495kW×3基(R1)

三種町計 50,915kW（28基）

○石油天然ガス金属鉱物資源機構
1,500kＷ×1基(H15)

○男鹿風力発電 2,400kW×12基(H26)
○風の王国男鹿風力発電所 1,870kW×4基(H28)
○若美風力開発 3,400kW×7基(R1)

男鹿市計 57,730kW（24基）

○北海道グリーンファンド 1,500kＷ× 1基(H14)
○A-WIND ENERGY 2,350kW×17基(R1)
○秋田潟上ウインドファーム 3,200kW×14基(R2)

潟上市計 83,440kW（32基）

○由利本荘市 750kＷ×1基(H14)
○ユーラスエナジー西目 2,000kＷ×15基(H16)
○富士グリーンパワー 1,250kW×1基(H16)

600kW×1基(H16)
○ウィネット西目 1,990kW×１基(Ｈ25)
○羽後風力発電 1,990kW×1基(H25)
○ユーラス由利高原風力 3,000kW×17基(H27)
○ジェイウインド 2,300kW×7基(H28)
○いわき風力 1,998kW×1基(H28)
○いわき風力 1,998kW×1基(H29)
○ユーラス東由利原風力 3,200kW×13基(H30)
○由利本荘ウィンドパワー 1,990kW×1基×3(R1)
○にかほ高原風力発電 3,200kW×3基(R1)
○ヤマガタ 1,990kW×1基(R1)
○飛風力発電 1,990kW×1基(R2)

由利本荘市計 166,366kW（67基）

○ジェイウインド 1,650kＷ×15基(H13)
○風力エネルギー開発 1,500kＷ×1基(H14)
○グリーンファンド秋田 1,990kＷ×1基(H23)
○このうら市民風力発電 1,990kＷ×1基(H23)
○三藤エネルギー 1,990kW×1基(H27)
○三藤エネルギー 1,990kW×1基(H27)
○にかほ市民風力発電 3,200kW×3基(H30)
○ジェイウインドにかほ 2,300kW×18基(R1)
○飛風力発電 1,990kW×1基(R2)

にかほ市計 85,090kW（42基）

○ユーラスエナジーホールディングス 850kＷ×9基(H14)
鹿角市計 7,650kW（9基）

○秋田ウインドパワー研究所 400kＷ×2基(H10)
750kＷ×8基(H12)

○国土交通省 東北地方整備局秋田河川国道事務所
750kＷ×1基(H14)

○ENEOS 1,500kＷ×1基(H14)
○あきた市民風力発電 1,500kＷ×1基(H17)
○あきた未来エネルギー 1,500kＷ×1基(H17)
○さくら風力 1,990kＷ×1基(H21)
○くろしお風力発電 1,990kW×5基(H24)
○ウィネット向浜 1,990kW×1基(Ｈ25)
○ユーラスエナジー秋田港 3,000kW×6基(H26)
○秋田国見山風力発電 1,870kW×４基(H26)
○雄物川風力 1,990kW×1基(H26)
○日立ウィンドパワー 1,990kW×1基(H27)
○羽後風力発電 1,870kW×4基(H27)
○雄物川風力 1,998kW×1基(H27)
○秋田ウインドパワー研究所 1990kW×1基(H27)
○コープ東北グリーンエネルギー 2,495kW×3基(H28)
○東日本旅客鉄道 1,990kW×1基(H28)
○日本製紙ウェンティ風力 2,495kW×3基(H29)
○秋田潟上ウインドファーム 3,200kW×8基(R2)

秋田市計 107,868kW（54基）

導入量 設備数

648,549kW 313基

能代市

三種町

男鹿市

潟上市

秋田市

由利本荘市

にかほ市

令和3年2月15日現在 エネルギー・資源振興課調べ

鹿角市

（太字）は、県内事業者（自治体を含む）が主導又は参
画することが公表された事業

【合計：118基、263,000ｋＷ（全体の41％）】

○八峰風力開発 3,200kＷ×7基(H30)
○ウェンティ・パル八峰 3,400kW×2基(R1)
○峰浜風力発電 1,990kW×１基(R1)

八峰町計 26,830kW（10基）

八峰町
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県有地における風力発電の導入促進

◼ 風力発電の導入拡大を図るため、男鹿市から秋田市までの沿岸エリアにある県有地と県有保安林を
対象に風力発電事業者を選定するための公募を実施し、県内事業者による事業化を促進した。

所 在 地： 男鹿市船越～潟上市天王
土 地 区 分： 普通財産
面 積： 約６５ha
公 募 期 間： 平成２４年５月～６月
選定事業者： （株）風の王国・男鹿
発電所規模： ７，４８０kW
現在の状況 平成28年11月運転開始

県有地（船越第３地区）での公募

所 在 地： 潟上市天王～秋田市下新城中野
面 積： 約６３０ha（全長１２km）
土 地 区 分： 防風又は飛砂防備保安林用地
公 募 期 間： 平成２５年１２月～平成２６年１月

県有保安林での公募

選定事業者
（株）A-WIND ENERGY

（北側６km）

（株）ウェンティ･ジャパン

※秋田潟上ウインドファーム合同会社を設立

（南側６km ）

発電所規模 39,950kW（１７基） 65,990kW（２２基）

現状 令和2年1月運転開始 令和2年5月運転開始
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港湾区域における洋上風力発電の導入促進

■ 県では、まずは港湾区域における洋上風力発電の先行的な導入を目指し、国のマニュアルに基づき

秋田港と能代港における適地を設定するとともに、発電事業者を公募により選定した。

秋田港

能代港

港湾区域の洋上風力発電適地
（平成２５年度設定）

適 地 面 積 ： 秋田港 約３５１．４ｈａ
能代港 約３７８．０ｈａ

公 募 期 間 ： 平成２６年１２月

選定事業者 ： 丸紅株式会社
※事業実施主体となる特別目的会社（ＳＰＣ）
「秋田洋上風力発電株式会社」を設立し、

平成２８年７月２７日 共同出資企業の公表

発電所規模 ： 秋田港 ４．２MW×１３基（５４．６ＭＷ）
能代港 ４．２MW×２０基（８４．０ＭＷ）

計 約１４万kW

スケジュール： 平成２７年度から各種調査に着手
令和2年２月事業着手～令和４年頃運転開始予定

秋田港・能代港での公募

丸紅、大林組、東北電力、コスモエコパワー、
秋田銀行、関西電力、中部電力、大森建設、
加藤建設、寒風、協和石油、沢木組、三共
（太字は県内企業）

全１３社
うち

県内７社
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候補海域の設定条件

① 水深30m以内
② 港湾区域を除く
③ 年平均風速7.0m/s以上
④ 区画・定置漁業権区域を除く
⑤ 底びき網禁止ラインの陸側
⑥ 魚礁・藻場を除く
⑦ 自然公園周辺5kmを除く

⑧ 船舶航行分布域を除く

事業化に当たり精査が必要な項目

① 漁業
② 成育場・産卵場
③ 種苗放流
④ 航行安全・マリンレジャー
⑤ テレビ等の電波

①県が着床式
洋上風力の候
補海域を設定

平成26年度

②民間事業者
による環境アセ
スメント開始

平成28年3月～

③再エネ海域
利用法の施行

平成31年4月

④有望な区域
等の公表

⑤協議会の
開催

⑥促進区域
の指定

⑦公募による
事業者選定

八峰町・能代市沖 能代市・三種町・男鹿市沖
由利本荘市沖

男鹿市・潟上市・秋田市沖

秋田港

戸
賀

船川

本荘

能代港

男鹿市

大潟村

三種町

五城目町

井川町

八郎潟町

潟上市

秋田市

由利本荘市

にかほ市

能代市

八峰町 藤里町

北秋田市

大館市

上小阿仁村

大仙市

横手市

羽後町

美郷町

仙北市

約34km2

約59km2

約68km2

約190km2

水深30m

0 10 20km

○能代市・三種町・男鹿市沖 発電所規模：約４０万kW

・R1年 7 月 「有望区域」に選定
・R1年10月～「協議会」の設置、開催
・R2年 7 月 「促進区域」に指定（秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖）

・R2年11月 「公募」が開始（選定結果公表 R3年10月～11月頃※当初）

○八峰町・能代市沖 発電所規模：約３６万kW

・R2年 7 月 「有望区域」に選定
・R2年11月～「協議会」の設置、開催
・R3年 9 月 「促進区域」に指定（秋田県八峰町及び能代市沖）

○由利本荘市沖 発電所規模：約７０万kW

・R1年 7 月 「有望区域」に選定
・R1年10月～「協議会」の設置、開催
・R2年 7 月 「促進区域」に指定（秋田県由利本荘市沖(北側・南側)）

・R2年11月 「公募」が開始（選定結果公表 R3年10月～11月頃※当初）

○男鹿市・潟上市・秋田市沖 発電所規模：約２０万kW

・R2年 7 月 「一定の準備段階に進んでいる区域」に整理
・R3年 9 月 「有望区域」に選定

沖合洋上風力発電の候補海域
（合計面積：約351km2）

県で設定した候補海域

一般海域における洋上風力発電の導入促進

＜導入に向けた県独自の取組＞ ＜再エネ海域利用法に基づく導入促進＞

【洋上風力発電導入候補海域の調査・検討】

9



(参考) 再エネ海域利用法（※）の概要 （※ 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律）

政
府
に
よ
る
基
本
方
針
の
作
成

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣
に
よ
る

促
進
区
域
の
指
定

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣
に
よ
る

公
募
占
用
指
針
の
作
成

事
業
者
に
よ
る

公
募
占
用
計
画
の
提
出

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣
に
よ
る

最
も
適
切
な
事
業
者
の
選
定
と

計
画
の
認
定

認
定
さ
れ
た
計
画
に
基
づ
き
、

経
産
大
臣
に
よ
りF

I
T

認
定※

認
定
さ
れ
た
計
画
に
基
づ
き
、

国
交
大
臣
に
よ
り
占
用
を
許
可

(

最
大
30

年
間)

農水大臣、環境大臣等
の関係行政機関の長へ
の協議

公募に基づく事業者選定促進区域の指定

経産大臣及び国交大
臣による
区域の状況の調査

先行利用者等を
メンバーに含む
協議会の意見聴取

促進区域の案の公告
（利害関係者は
意見提出が可能）

※電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第9条に基づく経済産業大臣による発電事業計画の認定

協
議
会
に
お
け
る

利
害
関
係
者
等
と
の
協
議

◼ 再エネ海域利用法は平成３０年１１月に成立、平成３１年４月から施行。

◼ 海域の先行利用者等との調整を行うための法定協議会の枠組みや、最大３０年間の海域の占用許可制度などの

創設を通じて、洋上風力発電の導入拡大を図るもの。

【出典】第1回協議会資料をエネルギ－・資源振興課において一部加工 10



◼ 現在、全国で「一定の準備段階に進んでいる区域」として１０区域、「有望な区域」として７区域、

「促進区域」として６区域（５海域）が選定・指定されている状況。

◼ 秋田県沖については、４区域（３海域）が「促進区域」、１区域が「有望な区域」となっており、

全国に先駆けた早期の洋上風力発電の導入が見込まれている。

再エネ海域利用法に基づく洋上風力発電の全国の進捗状況

有望な区域

➢ 長崎県西海市江島沖
➢ 青森県日本海（南側）
➢ 青森県日本海（北側）
➢ 秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖
➢ 山形県遊佐町沖
➢ 新潟県村上市・胎内市沖
➢ 千葉県いすみ市沖

➢ 北海道檜山沖
➢ 北海道岩宇・南後志地区沖
➢ 青森県陸奥湾
➢ 北海道島牧沖
➢ 北海道松前沖
➢ 北海道石狩市沖
➢ 岩手県久慈市沖（浮体式）
➢ 福井県あわら市沖
➢ 福岡県響灘沖
➢ 佐賀県唐津市沖

促進区域

一定の準備段階
に進んでいる区域

➢ 長崎県五島市沖 ※事業者選定済み

➢ 秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖 ※事業者選定中

➢ 秋田県由利本荘市沖（北側・南側） ※事業者選定中

➢ 千葉県銚子市沖 ※事業者選定中

➢ 秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県沖の
４海域
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地熱発電の導入状況

◼ 県内には、鹿角市と湯沢市に計５か所の地熱発電所がある。

◼ 総発電出力は約13万4千kWと、全国第2位である。

国内の地熱発電導入状況

※エネルギー・資源振興課調べ（令和３年１月末時点）

大沼地熱発電所（鹿角市）
発電出力：９，５００ｋＷ
運転開始：昭和４９年
事業者 ：三菱マテリアル(株)

上の岱地熱発電所（湯沢市）
発電出力：２８，８００ｋＷ
運転開始：平成６年
事業者 ：東北電力(株) 

澄川地熱発電所（鹿角市）
発電出力：５０，０００ｋＷ
運転開始：平成７年
事業者 ：東北電力(株)

秋田県内における地熱発電導入状況

都道府県
出力合計
（kW）

大分県 169,721 

秋田県 134,749

岩手県 110,999

… …

計 ５５０，２２１

山葵沢地熱発電所（湯沢市）
発電出力：４６，１９９ｋＷ
運転開始：令和元年
事業者 ：湯沢地熱(株) 山葵沢地熱発電所

（提供）湯沢地熱(株)

切留平発電所（鹿角市）
発電出力：２５０ｋＷ
運転開始：令和２年
事業者 ：(株)GEOCOMPLEX

国内２３年ぶりとなる大規模地熱の運開！
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地熱開発の状況

◼ 湯沢市の３地域（小安地域、木地山・下の岱地域、矢地ノ沢地域）において、新たな地熱開発が進ん
でおり、先行する小安地域のかたつむり山発電所（仮称）では、平成３０年１２月環境アセス手続を
開始し、令和３年１月に準備書手続きが終了。

◼ この３地域は、国立・国定公園内に関する国の規制緩和を受け、地域合意の形成を図りながら開発を
進める「優良事例」として全国に先駆けた取組となっている。

◼ 鹿角市では、菰ノ森地域で事業計画が進捗。

探査
（調査井掘削等）地

元理
解

環境アセス地表調査
生産井・

還元井掘削、
発電設備設置

【主な開発地点】

掘削調査

運
転

開
始

国立・国定公園案件
（第２・３種地域内）

凡例：

県内地熱開発の進捗状況

（経済産業省総合資源エネルギー調査会長期エネルギー需給見通し小委員会（第４回会合）資料２を基にエネルギー・資源振興課が作成）

小安（湯沢市）
①事業主体 小安地熱（H30年9月設立）

※ 出光興産、国際石油開発帝石、三井石油
開発によるＳＰＣ

②発電所名 かたつむり山発電所（仮称）
③発電規模 14,990ｋＷ（予定）

④開発状況
H25年7月～ 掘削調査（規制緩和後、国内初）
H30年12月 環境アセス着手

R3年５月 環境アセス評価書手続き終了

下の岱（湯沢市）

①事業主体
東北自然エネルギー

②開発状況
H25年10月～

掘削調査

矢地ノ沢
（湯沢市）

①事業主体
㈲いなずみ、
オリックス

②開発状況
R2年1月～

掘削調査

木地山（湯沢市）
①事業主体 東北自然エネルギー
②発電所名 木地山地熱発電所（仮称）

③発電規模 14,900ｋＷ（予定）
④開発状況

R3年５月 環境アセス着手
R3年７月 環境アセス配慮書手続き終了

菰ノ森
（鹿角市）

事業主体：
三菱マテリアル

開発状況：
R2年10月
～地元説明
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水力発電の導入状況

◼ 県内には６０か所（約３０万ｋＷ）の水力発電所があり、そのうち、小水力発電所（１，０００ｋＷ
以下）は１８か所（８，５６８ｋＷ）となっている。

◼ このうち県営水力発電所は１６ヶ所、最大出力計１１０，９５０ｋＷである。

9ヶ所 合計 49,352kW

鹿角市

由利本荘市

にかほ市

大館市

湯沢市

大仙市

東成瀬村

横手市

上小阿仁村

令和3年6月28日現在 エネルギー・資源振興課調べ

北秋田市

藤里町

仙北市
五城目町

秋田市

7ヶ所 合計 12,493kW

1ヶ所 合計 5,400kW

1ヶ所 合計 15,500kW

1ヶ所 合計 450kW

5ヶ所 合計 25,948kW

1ヶ所 合計 6,300kW 3ヶ所 合計 10,240kW

14ヶ所 合計 26,299kW

9ヶ所 合計 137,100kW

2ヶ所 合計 288kW

1ヶ所 合計 1,000kW

1ヶ所 合計 1,000kW

4ヶ所 合計 11,340kW

美郷町

1ヶ所 合計 11kW
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◼ 県営水力発電所の新設や能力増強

・成瀬発電所の建設や、砂子沢発電所（仮称）等の事業化に向けた調査を継続

・早口発電所の大規模改良工事など、既設発電所の能力増強を推進

◼ 農業水利施設における事業化の推進

・有望地域における、発電設備の事業化調査や施設整備の推進

・平成２８年５月、にかほ市と美郷町で小水力発電施設が運転開始

・令和元年５月、大仙市で小水力発電施設が運転開始

秋田県萩形発電所（上小阿仁村）（出力４５０ｋＷ） 六郷東根小水力発電所（美郷町）（出力１１ｋW）

15

水力発電の導入へ向けた取組



◼ 県内には７か所（１１２，６５０ｋＷ）のバイオマス発電所がある。

◼ 間伐材等の未利用材の効率的な集荷体制の構築や発電施設への原料供給施設の整備に対する支援など
による導入促進を行っている。

能代森林資源利用協同組合
（建築廃材等燃焼、3,000kW）（H14）

菱秋木材
（木屑燃焼、990kW）（H17）

宮盛
（木屑燃焼、260kW）（H16）

秋田プライウッド
（木質チップ燃焼、4,500kW）（H2）

日本製紙
（黒液等燃焼、77,050kW）（S46）

能代市

五城目町

秋田市

平成31年2月1日現在 エネルギー・資源振興課調べ

ユナイテッド リニューアブルエナジー
（未利用材、パームヤシ殻等燃焼、20,500kW）（H28）

出典：ユナイテッドリニューアブルエナジー(株)

ハーベスタ（伐採作業）

移動式チッパー

大仙バイオマスエナジー
（未利用材燃焼、6,350kW）（H30）

大仙市

16
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◼ 県内のメガソーラー（出力が千ｋＷ以上の太陽光発電所）は、約1３万８千ｋＷが稼働している。

◼ 県としては県有地の貸付などの支援を行っている。

平成30年3月31日現在 エネルギー・資源振興課調べ
※自治体、報道等の公表資料を基に作成

※ は、県内事業者（自治体を含む）が主導又は参画することが公表されたもので、
28,391kW（全体の26.5％）が運転中。

男鹿市

秋田市

北秋田市

ソラエネ 1,250kW(H25.10)
JXエネルギー 1,980kW(H28.3)

サンパワー 1,990kW(H25.7)
風の王国・潟上 1,990kW(H25.8)
ソリンコ 1,990kW(H26.7)
JR東日本 1,890kW(H27.3)
JR東日本 1,320kW(H27.3)
大和リース 1,500kW(H27.8)
山佐 1,980kW(H28.3)
山佐 1,980kW(H28.3)
三共 1,980kW(H28.5)
山佐 1,641kW(H29.2)

潟上市

秋田市 1,500kW(H25.10)
ｴﾅｼﾞｰ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 1,450kW(H25.11)
ＪＸエネルギー 1,999kW(H26.10)
ＪＸエネルギー 1,999kW(H26.10)
個人 1,250kW(H26.12)
ベストスカイ 1,500kW(H27.1)
ＩＰ秋田ｿｰﾗｰ発電 1,990kW(H27.9)
ＩＰ秋田ｿｰﾗｰ発電 1,990kW(H27.9)
JR東日本 1,320kW(H28.3)

導入量 発電所数

太陽光 138,662kW ４4

にかほ市

三共 1,559kW(H25.9)
にかほ太陽光発電所 9,000kW(H28.7)
山佐 9,590kW(H29.2)
山佐 10,000kW(H29.2)

自然電力 1,960kW(H2７.1)
あきた丸ごと開発 1,980kW(H28.1)
DOWAエコシステム 1,000kW(H28.11)

大館市

インスパイア 1,540kW(H26.7)

井川町

極光 1,500kW(H26.8)
山佐 1,980kW(H27.3)
ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙｴﾅｼﾞｰ 13,860kW(H29.12)

三種町

中田建設 1,000kW(H26.８)

能代市

SGET秋田メガソーラー合同会社 1,996kW(H25.12)
エレックス極東 1,999kW(H26.8)
グリーン・コム 1,000kW(H26.10)
山佐産業 1,890kW(H27.12)
あきた丸ごと開発 1,490kW(H27.11)
エレテックサポート 1,000kW(H28.6)
エレテックサポート 1,477kW(H29.2)

大潟村

大潟共生自然ｴﾈﾙｷﾞｰ 1,500kW(H27.10)

大仙市 大仙市 1,702kW(H27.12)

せんぼくおひさまプロジェクト 1,470kW(H28.4)

仙北市

由利本
荘市

伊東ｿｰﾗｰデベロップメント 31,680kW(H30.10)
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政策Ⅲ

水素エネルギーに関する取組の推進

施策１ 県内における推進体制の構築

施策２ 国内大手企業や研究機関との連携

の促進

施策３ 再生可能エネルギーによる水素製

造システムの構築に向けた検討

第2期秋田県新エネルギー産業戦略（計画期間：H28～R7）

政策Ⅰ

再生可能エネルギーの導入拡大

施策１ 洋上風力発電の導入促進

施策２ 陸上における風力発電の導入促進

施策３ 地熱発電の導入促進

施策４ 太陽光発電の導入促進

施策５ 水力発電の導入促進

施策６ バイオマス発電の導入促進

施策７ 再生可能エネルギーの多面的利用

の促進

国内最大級の 新エネルギー供給基地と関連産業集積拠点の形成

【前提】

再生可能エネルギー発電事業は、豊富な自然エネルギーを活用した「本県ならでは」の産業であり、その建設工事
は、県内経済を活性化する大きな設備投資であるとともに、運転開始後は、安定した地場産業となる。

【方向性】

① 再生可能エネルギーの導入拡大（＝発電所建設に係る県内への設備投資）の継続

② 発電所の運営、建設工事、メンテナンス、部品供給等の関連産業における県内への経済効果の最大化

③ エネルギーの将来を見据えた長期的視点からの技術開発を含めた、洋上風力発電、地熱開発、水素エネルギー

等に関する取組の推進

● 目指す姿

● 基本方針

政策Ⅱ

関連産業への県内企業の参入拡大

施策１ 県内発電事業者の育成

施策２ 洋上風力発電関連産業の育成

施策３ 陸上における風力発電関連産業の

育成

施策４ 風力以外の発電における関連産業

の育成

施策５ 関連製造業の集積の促進

施策６ 関連産業を支える人材の育成

● 施策体系
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政策Ⅲ

水素エネルギーに関する取組の推進

施策１ 県内における推進体制の構築

施策２ 国内大手企業や研究機関との連携

の促進

施策３ 再生可能エネルギーによる水素製

造システムの構築に向けた検討



・風力発電等アドバイザー派遣

県内発電事業者等の育成

・メンテナンス技術者養成支援

(一般型)補助率1/2 上限50万円/人

(ライセンス型)補助率1/2 上限100万円

◼ 総合的な支援による県内事業者の育成

事業計画等の検討に対するアドバイザーの派遣、風況調査への補助(令和元年度まで)、事業資金等の

融資、メンテナンス技術者の養成研修への補助等

・風力発電関連部品製造に係る認証等取得支援

補助率1/2 上限100万円/年

風力発電関連産業の創出支援

アドバイザー派遣

メンテナンス事業者育成研修風力発電関連部品に係る認証の取得 19

県内事業者の育成



◼ 洋上風力発電のメンテナンスへの参入を狙った県内事業者の育成

港湾内や一般海域で具体化しつつある洋上風力メンテナンス産業への県内企業参入に向けた支援。

（船舶運航や水中設備点検に係る資格取得費、関連機器研究開発費への補助）

・洋上メンテナンス研修費補助

・洋上メンテナンス機器研究開発費補助

補助率1/2 上限50万円/人

補助率1/2 上限100万円

洋上メンテナンス研修費補助
ROV（水中ドローン）ライセンス取得

洋上メンテナンス機器開発費補助
洋上向けドローン改造

洋上風力発電メンテナンス参入支援事業

・洋上風力発電メンテナンス研究会の開催

洋上風力発電メンテナンス研究会
20

洋上風力発電における県内事業者の育成（R2～）



人材育成

プロジェクト

チーム

県内大学

県内企業

大手

発電事業者
技術専門校

産業技術

センター

✔ 長期的に安定した人材の輩出

✔ メンテナンス産業の育成

【H29～R1】 県内を実践フィールドとする
効率的な人材育成システムの構築

• 特別講座の開講
• 大学、技術専門校における、研修所での実技を含め
たセミナーの開催

受講者

・県内企業社員

・県内学生
（大学､技術専門校） など

目標

【H28】 メンテナンス人材育成プログラム

• メンテナンス従事者のレベルごと（リーダー、作業員
等）に求められるスキル、必要となる資格の体系化

• メンテナンス作業に関するＯＪＴを含めた効率的な実
施体制の確立

• 人材育成カリキュラムの策定
• モデル研修講座の策定

【Ｒ２～】県内大学における実践

✔ 秋田大学、秋田県立大学において風力発電に関

する講座を開設 （学生向け、社会人向け）
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風力発電メンテナンス人材育成プロジェクト



○高校生への電気主任技術者出前講座（R1～）

秋田工業高校での講義

• 県内における風力発電所の急速な増加に伴い、発電所の保安管理を行う「電気主任技術者」が不足。
• 工業系高校等では、電気主任技術者の資格取得に関する認知度が低く、高校生が受験可能な「第三
種電気主任技術者」の受験者が少ない。

• 県内風力発電所に関わる第一線の電気主任技術者を県内高校に派遣し、電気主任技術者の仕事や
風力発電の現場について講義を行い、受験者数の増加を図る。

現状・課題

講義資料の例
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風力発電メンテナンス人材育成プロジェクトの発展



◼ 能代市に、大手の風力発電会社が、メンテナンス拠点となる能代サービスセンタを新設した。
施設内には、保守作業員を養成するトレーニングセンタも併設している。

【施設概要】
➢ 日立パワーソリューションズが納入したエネルコン（ド

イツ）製風車の運転・保守を行う拠点。
➢ 保守作業員を養成するトレーニングセンタも併設。
➢ 東北地方日本海側のエネルコン製風車の運転監視のほか、

大型部品の保管・修理、並びに保守作業員の研修所とし
て使用する。

能代サービスセンタ 外観

能代サービスセンタ
トレーニング設備（高所作業訓練）
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風力発電のメンテナンス拠点等の誘致



一部の業種に限定した、初の対話型マッチングイベント

◆ 日時 令和２年１０月１３日

◆ 内容

【基調講演】

○ 秋田港・能代港における洋上風力発電事業の進捗について
〔秋田洋上風力発電㈱〕

○ 洋上風力のサプライチェーンについて
〔MHI Vestas Offshore Wind Japan〕

【名刺交換会】 ※ 個別に対話の時間を確保

◆ 参加数 県内企業 ２５社／３４名

マッチングフォーラム開催状況（基調講演）

同左（名刺交換会）

◼ 再エネ関連産業マッチングフォーラムの開催

県内の再生可能エネルギー関連企業間の連携を促進するため、ビジネスマッチングの場を提供。

令和２年度（港湾内洋上風力編）

地熱など他の再エネ事業者の参入を促すため、風力発電
に限定して開催してきた本事業を、再エネ関連産業マッチ
ングフォーラムとして開催

◆ 日時 令和３年３月９日

◆ 内容

【基調講演】

○ 洋上風力発電のサプライチェーン形成に向けて 〔JWPA〕

○ 洋上風力発電建設工事における県内企業の受注拡大に向けて
〔鹿島建設㈱秋田港能代港洋上風力発電工事事務所〕

○ 矢地ノ沢地域における地熱開発について 〔オリックス㈱〕

【懇親会】 ※ フリーの名刺交換会

◆ 参加数 ５５社／約 ８０名

令和２年度（風力・地熱）

マッチングフォーラム開催状況
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県内企業の参入機会の拡大


